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東京金属事業健康保険組合 

「公印省略」    

 

 

e-Gov 環境を活用した電子申請環境への移行時期変更（延期）について 
 
 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。平素は当組合の事業運営につきまして、格別

のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。 

さて、健康保険組合への電子申請環境について、現在のマイナポータル環境を使った電子申請システ

ムから、e-Gov 環境を使った電子申請環境へ移行すること、及びその本格運用開始時期は、令和 8 年 11

月とご案内してきたところです。 

しかしながら、令和 8 年 10 月 15 日に厚生労働省から「e-Gov 環境を活用した電子申請環境への移行

時期の見直しについて」が発出され、下記の理由により e-Gov への本格導入移行時期が、令和 9 年 2 月

に変更することになりました。 
                                         敬具 

記 
 

今般、電子申請環境の構築を進める中で、電子申請に係る各システム間の連携テストの結果、システ

ムの修正や追加の動作確認が必要であることが判明しました。 

また、事業主の皆様および健康保険組合に安心してシステムをご利用いただくためには、テストの再

実施や本格稼働に向けた運用面の確認作業が必要であるとの認識から、デジタル庁、厚生労働省、健康

保険組合連合会の三者において令和 8 年 11 月の円滑な本格導入は困難であるとの判断に至りました。 

以上を踏まえ、上記三者において「本格導入時期については、申請者である事業主・社会保険労務士

及び事務処理を担う健康保険組合の負担や混乱を生じさせることなく、安定的かつ円滑に実施すること

を最優先とするため、システム面等の様々な課題やリスクにも適切に対処しつつ、e-Gov 環境を活用し

た電子申請への移行については、令和 9 年 2 月を目指し進めること」とし、より緊密な連携をとり確実

な導入に向けて取り組むとしております。 

 

当健康保険組合としましても、関係各所と連携しながら確実な導入に向けて協力していく所存でござ

います。 

直前での変更となり、ご準備を進められた事業主及びご担当者様にはご迷惑並びにお手数をお掛けい

たしますが、何卒ご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

  ※詳細が決定次第改めてご連絡させていただきます。 

以上 
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